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1 準戦期
準戦期から第二次大戦にいたる間の労働情勢を特徴づけるものは，労働力不
足，国家目的のための労使協調，戦時組合保障の 3点に集約される1)。 その意
味では準戦期と戦時とをとくに区別する要はないかもしれぬが，やはり準戦期
から語るのが物事の順序というものであろう。
ヨーロッパ大戦の勃発とドイツのヨーロッパ席捲を目の当りにみた］レーズ
ベルトは， 1940年5月国防会議諮問委員会 (theAdvisory Commission to the 
1) Philip Taft, Organized Labor in American History, New York: Harper & 
Row, 1964, p. 538. 
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Council of National Defense)を任命し， とくに雇用問題担当の委員としてシ
ドニー・ヒルマンを選んだ(10月）。ヒルマンの選任について大統領はAFLお
よびCIOの意向を事前に打診しなかったため，）レイスは自分が無視されたと
感じ，またグリーンはCIO関係者の起用に失望をかくさなかったが，グリー
ン自身はヒルマンの公正さを信じ，むしろヒルマンとの接触を密にしようとし
た。さらにグリーンは政府の防衛計画を支持し，それへの労働参加の望しさを
大統領に説いた。その直後ヒルマンが16人委員会(AFL,CIO各同数）を自己の
管轄下において発足させたのは，前記のグリーンの要望に応じたものであろ
う。だがヒルマンは，当初から反組合的企業が防衛発注をうけていることにつ
いて批判を受けた（たとえばフィリップ・マレーから）。その批判はヒルマンの能力
を超えたものであったが，ヒルマンはかれなりの努力（失業者吸収のための40時間
制，連邦労働法規の遵守の訴えなど）を怠らなかった。 しかし防衛計画に反対の）レ
イスは，ヒルマンのかかる努力の実らないことを批判していた2)。
防衛計画の進展にともなう雇用増加は争議行為件数の増加をもたらす。ここ
でタフトは，この時期の争議の数字で表わせぬ深刻さの例としてミルウォーキ
ーのアリス・チャルマーズ工場（当時海軍より4000万ドル相当の受注があった）の 3
カ月半(1941年1-4月）の争議をあげるが，この争議は軍需生産を長期阻害した
だけでなく，ストライキ投票に不正がおこなわれた点で不当なものであった。
争議指導者（ハロルド・クリストフェル）が防衛計画の反対論者だったことは，争
議にある種の意図を想像させるおそれはある見
1941年3月，大統領は労使紛争調整のため国防調停委員会 (theNational 
2) Ibid., p. 539. なおヒルマンの政府委員任命の波紋については， Taft,The A. F. of 
L. from t加 deathof Gompers to t加 Merger,New York: Harper & Brothers, 
1959, pp. 209-210をもみよ。
3) AFL会長グリーンもこのストライキを「共謀」 (conspiracy)なりと非難し， ウィ
スコンシン州厳会のある委員会はクリストフェルをコムニストとした (Taft,Orga-
nized Labor, p. 540)。
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Defenee Mediation Board, 以下 NDMBと略す）を設置した4)。この三者構成（公益
3'労使各4で，とくに労働側はAFLとCIOより各2)の委員会は翌年 1月12日
までに118件を処理したが，うち4件については NDMB命令が履行されず，
遂に大統領の介入を余儀なくされている。ノース・アメリカン航空機の賃上げ
争議（カリフォルニア州イングルウッド工場 6月）などはその 1例だが， もっとも
重視されるべきは鉄鋼企業所有の炭鉱におけるユニオン・ショップ制要求の争
議であろう。 9月半ばストライキが発生すると直ちにNDMBが調整に乗りだ
し，とりあえず30日間復職してその後は泄青炭協定（アパラチア協定）にしたがう
との暫定協定に達したが， 1カ月後の10月末にはストライキが再発してしまっ
た。この件で）レイスは，シドニー・ヒルマンをUMWの利益を損うものと攻撃
しただけではない。）レイスは，自分は大統領と J・P・モルガンの2人と話しあ
ってもよいなどと）レーズベルトに書き送ったのである。この）レイスの行為につ
いてタフトは，「労働関係の全史をつうじてかくも計算づくで権力の顕示され
たことはない」ときめつけている5)。当事者間の合意で事件は NDMBに付さ
れ， 1月10日NDMBは，ユニオン・ショップ問題は仲裁に付託し，組合は
現行どおり生産を続行することとの勧告(UMW要求の拒否）をおこなったが，そ
のためNDMBの CIO選出委員（マレーとケネディー）は辞任した。 1月14日，
大統領， UMW代表，鉄鋼企業代表の 3者会談がホワイト・ハウスでおこな
われ，席上大統領は自主解決ないし仲裁付託を双方に求めたが， 3日後にはま
たストライキが発生した。結局はルイスが仲裁付託を認め， 12月16日， B・フ
4) NDMBの短所・長所については， JoelSeidman, American Labor from Defence 
to Reconversion, Chicago: The University of Chicago Press, 1953, pp. 56-57 
が詳しいが， とくに短所のひとつとして機能の曖味さ（調整機能と準司法機能との併
存）をあげている点は，それ自体は正しいにしても，そうせざるをえない現実的要請
の難しさを示すものであろう。なお生産阻害の除去を目的とする NDMBは， ィン
フレ除去をも目的とした後の戦時労働委員会 (WLB)に比して仕事が楽だったとい
う (ibid.,p. 59)。
5) Taft, Organized Labor, p. 542. 
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ェアレス（カー ネギー 製鋼），｝レイス， J . R. スチールマン（中立）よりなる仲裁
委員会は，フェアレスの反対を押さえてユニオン・ショップを認めた。この争
議についてタフトは，労働者の犠牲が求められる準戦期にわざわざ労働者の権
利を制限する立法を制定するのは愚かであり，一部労働者の怠慢を理由に労働
組織全体を罰しえないと大統領が考えていたかぎりは， 「ルイスはすでに公共
の勝利をえていたのだ」と論じている丸
すでにこの年の 1月(NDMB設置の2カ月前）， 国防会議諮問委員会の後身と
して生産管理局 (theOffice of Production Management, 以下OPMと略す）が設
けられ， ウィリャム・クヌドセン（ゼネラル・モーターズ）が局長， ヒルマンが次
長の地位についていた。このヒルマンは，建設業で重要な協定の締結に成功し
ている。すなわち同年10月，ミシガン州デトロイトの某木材会社が連邦事業局
の同州内住宅建設事業に最低価格で入札をしたところ，同社がCIO系の統一
建設労働者組織委員会(UCWOC)と交渉関係をもっため発注を拒否されるとい
う事件があり，事態を重視したヒルマンは，今後100万人以上の建設労働者を
必要とする防衛計画の推進のためには既存の19の建設労働組合の協力が必要で
あることを認め，防衛建設についての労働協約（当該地域の賃金を考慮せる最低賃
金，交代時間の明記， 50%の統一割増賃率）を成立せしめたのである。 これは事実
上AFL系組合に優先権を与えたものであり， AFL系からは当然に評価され
たものの CIO系からの批判は避けられなかったが， ヒルマンは， UCWOC
の活動は管轄権侵害にあたるとの立場から自己の態度を変えようとはしなかっ
6) Ibid., p. 543. なおダレスは， 1940年の）レーズベルト三選問題が政治面におけるルイ
スのルーズベルトヘの挑戦とすれば，この炭鉱争議は経済面におけるルイスのルーズ
ベルトヘの挑戦 (2度目の挑戦）だという。今度はルーズベルトの屈服であり，政府
の権威は無視されたといってよい (FosterRhea Dulles, Labor in America, New 
York: Thomas Y. Crowell, 1966, pp. 328, 330)。ただしこの争議が反労働立法気
運を促がした点は， どの論者も認める (Taft,Organized Labor, p. 542 ; Dulles, 
op. cit., p. 330)。
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た7)0
他方造船では前年(1940年）11月に造船安定委員会(SSC)が設置されている。
SSCは造船業者，連邦海事委員会， 海軍省，労働組合(AFL系およびCRO
系）の各代表よりなり，当初はなによりも生産中断の回避をめざすことが求め
られたが，翌41年2月には労働力不足に対処するため暫定賃幅協定（基本時間賃
率 $1.12とその半年毎の改訂，状況に応じた諸種の上積み）が成立した。 ただし協定
に署名しなかったベスレヘム造船では基本・時間外賃率をめぐってストライキ
が生じているが， OPMが会社に協定署名を求め，海軍がヒ゜ケ・ライン解除を
命じたことでストライキは中止された8)0 
最後に公正雇用慣行の確立をめざす動きがある。労働力の有効利用の点から
みても性・皮膚の色・国籍・人種による差別は撤廃されるべきであろうが， 19
41年 6月大統領は雇用差別の禁止命令をだし，翌月には，防衛産業のみを対象
とするとはいえ，公正雇用慣行委員会を任命する行政命令を発した。これには
黒人組合指導者A・P・ランドルフの果した役割が大きい。同委員会は暫定的
に OPM内におかれ，防衛計画時代における重視されるべき存在のひとつとな
った9)。
2 第二次大戦
真珠湾攻撃の10日後(12月17日），大統領はワシントンに労使会談を召集した。
席上，かつては戦争介入に批判的だったcroをも含めて労働側は，いまや戦
蒔争議回避と紛争処理の方策として委員会の設置を求め，これに応じて大統領
は， 1942年 1月12日付の行政命令をもって全国戦時労働委員会(theNational 
-War Labor Board, 以下WLBと略す）を設置した10)。WLBは，まったく同名の
7) Taft, Organized Labor, pp. 543,..,544_ 
8) Ibid., pp. 544,..,545_ 
g) Ibid., p. 545. 
1 O) Ibid., p. 546 ; Taft, T, 加 A.F. of L. p. 20. なお 1941年3月設置の NDMBの委
. 5 
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一次大戦時の委員会とは異なって争議の調整以外に賃金安定の課題をも負わさ
れたが，防衛計画当初は遊休末利用の資源（労働力•生産設備）が多く存在し，ィ
ンフレ圧力が比較的乏しく，そのため賃上げや5096の時間外割増の維持も比較
的容易であり，開戦時の賃金政策にとくに困難はなかった。数字をあげれば，
1938年 8月から1941年12月までの間の卸売物価の上昇は2596強，消費者物価の．
上昇は 1271る（ただし上昇のほとんどは1941年に生じたもの），賃金率の上昇は 16.8~る
（主たる上昇は1941年4月以降のもの），平均時間収入の上昇は25.596であって，い
ずれにせよ1941年初期までは賃金と物価は非常に安定的だったことになる 11)。
したがって物価抑制の要がとくに認識されるのは開戦後である。ただし労働
界は，それが賃金抑制にいたることに警戒的であった。 1942年 1月末には緊急
価格統制法(EPCA)が成立したが， その法のめざす「賃金を含む生産コストの
安定化」は当事者の自制によっては期待されえず，やがてWLBは決定的行動
を迫られることになる。 もっとも当初はWLBは争議調整に活動を限定した
が， 1942年4月のインタナショナル・ハ→ベスター事件では， WLBは，時間
賃率4.5セントの引上げを認めるにさいして生計費上昇の枠内と競争企業の賃
金を上まわらないことという判断をしめした。この判断にたいしてAFL会長
グリーンは， WLB自体が賃金チェック機関であるのに，重ねて賃金凍結的判
断をなすことは賃金の二重チェックに他ならず，インフレの脅威はむしろ逼迫
せる労働市場の未組織労働者の賃金上昇にあると大統領に書き送っている12)。
7月16日， WLBはいわゆる小製鋼事件（ベスレヘム，レパブリック，ヤングス
員が WLBの委員となったことは， 経験の継続という利点はあったが， NDMBへ
の憎悪をもうけつぐという欠点はあった。だがいずれにしてもワシントンの一局にす
ぎない存在に大なる期待をかけるのは非現実的とセイドマンはいう (Seidman, op. 
cit., pp. 83 .., 84)。 また両大戦時の WLBの対照についてはおなじくセイドマン
(ibid., pp. 272,..,274)をみよ。
11) Taft, Organized Labor, pp. 547~548. 
12) Ibid., pp. 548---549. 賃金統制をめぐるグリーンと Jレーズベルトのやりとり (1942年
4月）については， Taft,The A F. of L., pp. 220-221をもみよ。
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タウン，インランドの・各社にかかわる）の決定をくだした。すなわちWLBは，
4月の大統領の 7項目計画（増税，賃料ストップ，農産物価格の安定，戦時債，稀少
品の割当制，賦払消費の抑制，貯蓄奨励）に即して統一鉄鋼労働者組合(USW)の1
日1ドルないし 1時間12.5セントの賃上げ要求を拒否し，賃上げ承認の原則と
して，①1941年 1月 1日から1942年5月の間の生計費上昇は15形であるので，
当該期間（その前後をふくめ）内に1596の時間賃金率増加をみていない場合は，そ
の範囲内で賃上げが認められる，③すでに15彩以上の賃金増加がえられている
場合は，賃上げ要求根拠は，生活が水準以下である，ないしは是正さるぺき不
平等が存することにのみ求められるべきである，との2点を定め，本件の場合
にはすでに11.8彩の賃上げがおこなわれているとして，他の事情をも考慮のう
え時間当り 2.3セントの賃上げを認めたのである13)。
WLBの考え方は，現行労働協約の期限満了日がさまざまである状況のもと
では，比較的安定していた1941年 1月1日の賃金諸関係を基準とせざるをえな
いというにあった。問題はこのWLB方式を労働者側が認めるかどうかであ
り，ホワイト・ハウス筋もそれを懸念したが， uswの賃金政策委員会はWL
Bの決定をうけいれ， 8月小製鋼4社とUSWとの間に協定が締結された。だ
がおなじ労働者側とはいぇ，たとえばAFLのグリーン会長は，大統領への手
紙のなかでWLBの小製鋼方式をば団体交渉への脅威だといい， WLB委員の
なかには，かかる見解に関心をしめすものもあった。ただしWLB会長ウィリ
ャム・デービスは，市場圧力が賃金安定を損なうおそれのあることを理由に，
賃金規制は正当であると大統領に書き送っている14)。
10月，大統領の要請をうけた連邦議会は，緊急価格統制法(1月成立）を修正し，
1942年 9月15日を基準とする物価・賃金安定のための諸調整をなしうる権限を
大統領に与えた。大統領は，早速WLBCさらには経済安定長官）の承認のえられ
ない賃上げを禁ずる行政命令を発したが，ここに史上始めて自主的賃金改訂が
13) Taft, Organized La加r,p. 549. 
14)即 d.,pp. 550-551 ; Taft, T. 加A.F. of L., pp. 222~223. 
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政府の統制下におかれたことになる。 1月WLBは賃上げ承認のための基準を
採択したが，それは7月の小製鋼事件におけるWLB判断(2原則）と基本的に
変らず，ただ賃上げ理由として新たに戦争遂行の必要性と業績向上・昇進・職
務分類変更とを附加しているにすぎない15)。このWLBの賃金統制は，労働側
の批判をうけただけではない。賃上げ理由としての対物価未調整(15%基準）は，
1943年3月頃には有効な基準ではもはやなくなっており， 4月には行政命令に
より標準以下的賃金の是正（不公正・不平等の是正）が賃金改訂の主たる理由とさ
れるにいたった。 WLBは，このような状況では戦時生産の維持にふさわしい
賃金水準の確保が望めないとし，そのため若干の調整（職種別・地域別賃金プラケ
ットの設定）をなす権限がWLBに与えられたが， 前記行政命令の精神は変ら
ず，労働側はこれに不満であった16)0
そのためか，開戦当初組合の戦争遂行努力と無罷業誓約によって激減をみた
ストライキは，その後増加の一途をたどる（その件数は1941年・・・4288件， 42年…2968
件， 43年・・3752件， 4砕 ・・・4956件， 45年・・・4750件）17)。 その戦時ストライキのなかで
特筆されるべきは， 1943年の湮青炭ストライキであろう。協約改訂交渉をひか
えたUMWは， WLBの小製鋼方式を否定して独自に坑内外の全労働者に1日
ドルの賃上げと全拘束時間(fromportal to portal)の賃金支払とを要求した
) Taft, Organized Labダ， pp.551--552 ; Taft, T. 加 A.F. of L., pp. 224-2_25. 
6) Taft, Organized Labor, p. 553; Taft, T. 加 A.F. of L., p. 225-226. なおセイ
ドマンは，労働者を怒らせたのは小製鋼方式そのものよりは，その余りにも窮屈な遮
用であったという (Seidman,op. cit., pp. 117-118)。さらに4月の行政命令は W
LBの権限を蚕食するもので， WLBの公益・労働側の委員はこれに抗議をしていた
(ibid., pp. 120, 121)。
17) Taft, Organi~ed Labダ， p.554. 1942年の争議激減についてAFL会長グリーン
は，無罷業誓約は 99.97彩履行されたというし，また兵士もストライキや高賃金に批
判的であって，たとえばクース・ベイ号乗組員は 412ドルを集めてA.P通信に送り，
ライト航空機会社のストライキ参加者を宥めてくれるよう要請し・たという (Seid-
man, op. cit.; pp. 136, 144-145)。その後アメリカの争鏃はふえるが，それでもア
メリカの雇用量がイギリスの3倍であることを考えれば，アメリカの争議はイギリス
よりも少なく，大統領もそれを認めていた (ibid.,pp. 150-151).o 
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が，事態を重視した大統領は， 協約期限の 1カ月延長(4月1日...,5月1日）をな
さしめ，その間にWLBをして当事者より事情を聴取せしめようとした。だが
組合側は事情聴取に応じなかったばかりか，炭鉱夫は非公認ストライキに突入
し， 5月1日には漉青炭ゼネ・ストが始まった18)。その後の争議経過は，政府
の炭鉱接収→大統頷の復職要請→復職開始(5月3日）→WLBパネルの事情聴
取(5月6日）→WLBによる 2ドル賃上げ不承認の決定(5月25日）→ストライキ
再発→大統領の再介入→Jレイスのストライキ中止勧告→復職(6月7日）→WL 
Bによる既決定再確認の，かつ全拘束時間賃金支払の不承認をふくめた最終命
令(6月18日）→ストライキ突入(6月21日）→大統領の争議指導者非難(6月23日）
→ルイスの復職命令→石炭労使による新協約の合意（坑口から切羽までの往復移動
時間をふくめて1日1ドル25セント賃上げその他）とそのWLBへの提出→WLBに
よる不承認(8月）→修正新協約（基本賃率1日8ドル50セントその他）の再提出(9
月）→WLBの決定（全拘束時間の賃金支払は認めるが，基本賃率は8ドル12.5セント）
→ストライキ→政府による炭鉱の再接収(11月1日，第1次接収は10月12日に解除ず
み），というものである19)0 
結局のところ，炭鉱を接収した政府（代表はハロルド・イックス内務長官）とUM
Wとの間で最終的に協定が成立したが，その内容は，坑内移動時間45分相当の賃
金支払，食事時間の15分短縮，実働時間15分の延長とその対価としての37.5セ
ント（労使協定額8ドル50セントとWLB決定額8ドル12.5セントとの差額）の支払とい
うものであって，いわばそれは坑内移動時間の賃金支払という名目による一般
18) Taft, Organz"zed Labor, pp. 554~555. なお争議にさいして，組合を制裁をもって
WLB命令にしたがわしめようとしたWLB会長デービスとそれに不同意の内務長官
とのやりとりについては， Taft,The A. F. of L., pp. 26,.,.,27. 
19) Taft, Organized Labor, pp. 555~556. 戦時下なぜ炭鉱夫がかくも激しい争議をお
こないえたかは興味ある問題だが，基本的には炭鉱労働の特殊性があろうが， Iレイス
のカリスマ的性格と組合員のルイスにたいする無条件的服従という関係は，確かに無
視できない要因であろう・（高宮誠著，岡本・土屋監訳『労働組合の組織と闘争性—
アメリカ炭鉱労働組合の組織論的研究』，•同文館，昭 57年，・第 4 章）。ルイスのカリ
スマ性についてはタフトも認める (Taft,op. cit .p. 656)。 ，?
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的賃上げであり，移動時間それ自体の賃金補償ではなかった20)。だがこの協定
(WLBもこれを承認する）によって争議は解決され， 12月に炭鉱は所有者に返還
された（その完了は翌44年6月）。ただしそれには戦時労働争議法(theWar Labor 
Disputes Act)の制定という代償をともなったのであって，この法律の主たる内
容である30日間の争議予告制にはグリーン(AFL)もマレー(CI0) も強く反対•
し，大統領もこれに拒否権を発動したというのに，連邦議会がその拒否を乗り
きって同法律を成立せしめたところに(1943年6月25日），）レイスの争議指導の醸
成した当時の反労働的空気を感じとることができる21)。
たしかにルイスの指導は多少度が過ぎたかもしれぬが，基本的な問題点は，
小製鋼方式等による賃金調整ではもはや賃金の改善が望みえない状況の存した
ことであろう。物価安定や法人・高額所得者への課税強化が直ちに期待されえ．
ないとすれば，労働組合の求めうるのは賃金調整の基礎となった生計費指数の
位頼性であろうし，大統領もWLB会長にかかる指数の調査を要請したのであ
るが，この点についてWLBの調査委員会は一致した見解に達せず，かくして
1944年をつうじてAFLとCIOの指導者たちは，小製鋼方式をふくめて賃金
安定に関するWLBの見解を攻撃しつづけたのである22)。遂に大統領は自らの
調査委員会（委員長はウェスレイ・ミッチェル教授）を任命したが， 同委員会は，品
質低下や廉価品の消滅等のために物価指数は3%...,4彩過少に推算されている
ことを認めた(11月）。組合界ではすでにジョージ・ムミーニーが小製鋼方式の是；
正運動を展開してきてはいたが，以上の状況のなかで同年のAFL大会とC
IO大会は， WLBが同方式の修正を勧告しようとしないことを非難してい
20) Ibid., p. 556. 
21) Ibid., p. 557 ; Taft; The A. F. of L., p. 270. 戦時労働争踏法（スミス・コナリ
一法）は通常反労働立法とされるが，経験によれば法の束縛は僅かであって，それは
時に便利ですらあった。いいかえればストライキ可否投票で組合リーダーを支援すれ
ば，使用者への圧力となりえたという (Seidman,op. cit., pp. 189, 190)。
22) Taft, Organized Labor, pp. 557~558; Taft, The A. F. of L., pp. 228~229. 
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る23)。
だが賃金安定方針を固執するWLBも， 若干の現実的対応（若干の附加給付等
の承認）をしてはいる。たとえば男女同一賃金原則による賃金是正，年次有給休
暇および有給休日の設定，新規交代制導入にともなう特定交代時間の割増賃金
支払，とくに生産労働者にたいする若干の医療保障の確立，軍務につく労働者
への離職手当の支給などは，いずれもWLBによって承認されているが，これ
らは前記の対応の例であろう24)。
いずれにせよタフトは， WLBの活動を「二次大戦中の経済問題を扱う政府
機関のより注目すべき成果のひとつ」とみ，とくにWLBがその決定を当事者
に履行せしめえたことは，「アメリカ史上のボランタリズムの顕著な例のひと
つ」であるとする。実際のところWLBは， 1942年 1月-.,45年8月の間に終
結した事件(17,650件）の 95彩以上について，斡旋継続の形式による解決という
現実的方針をとっていたのである。 WLB決定不履行のために接収権限をもっ
大統領のところにまで持ちこまれた事件数は， 終結総件数のわずか 1彩の3/
1000にすぎない25)。不履行の例の最大のものは1942年6月WLBに提訴された
通信販売のメンゴメリー・ウォード社(MontgomeryWard)事件であるが，会社
は，組合員資格維持の協約化を命じたWLBの決定を拒否し，政府が同社を接
収すると(1944年4月）連邦地方裁判所に訴え， 同裁判所では勝訴したものの結
局は上級審で敗訴している26)0 
23) Taft, Organized Labor, pp. 558--559. 
24) Ibid., pp. 559--560. なおWLBのコントロールしたのは賃金率であって賃金収入
ではなかったから，生活水準の改善をみた労働者は多かった。ただしその改善は大な
るものではない (Seidman,op. cit., pp. 128, 129)。
25) Taft, Organized Labor, p. 560. 
26) Ibid., pp. 560--561 ; Taft, The A. F. of L., p. 229. なおこの事件でWLBの命
じた組合員資格維持 (maintenanceof membership)は，小製鋼方式とともに政府・
の戦時労働政策の2つの柱を構成する。セイドマンは，この2つの問題にそれぞれ章
を割いている (Seidman,op. cit., Chapters VI & W)。組合員資格維持は，産別組
織化の第2の波の頂点に位するものだが（第1の波は 1937年），とくにこの組合保障
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最後に論ずべき問題として労働力の有効利用がある。予備労働力の産業への
吸収と熟練労働力の不足という事態に対応するため，大統領は1942年4月に戦
時労働力委員会(theWar Manpower Commission)を創設し， これをして労働需
要の測定と募集・訓練・配置にかんする諸調整とをおこなわしめることとした
が，その結果として基幹産業への労働力配分上の優先順位システムが一応確立
されはした。だがかかる任意的な労働力需給調整では時代の要請にたいして不
充分であって徴用制こそが望ましいとする声が高まり，遂に1944年 1月大統領
は国民徴用法の制定を議会に勧告した。グリーンは，それが民主々義の原理に
反するだけでなくイギリスの経験に照らしても望ましくないとして反対し， ト
ルーマン上院議員も提案が遅すぎる(2年前なら成功したかもしれぬ）とした。 結
局のところ同法案は議会で敗れ，強制的労働力計画は実施されることがなかっ
た27)。タフトの言を借りれば，アメリカの労働運動が気に病んでいたのは「労
働不足よりは充分な雇用を提供しうるアメリカ経済の能力」 ZS)(すなわち予想さ
れる戦後失業）だったということなのであろう。
3 戦後転換期
戦争も末期になると戦後転換のあり方が緊急の課題となるが，政府は，軍需
産業労働力の動員解除とその民需産業への転換配置にかんする諸問題をとくに
の手段としてWLBの認めたチェック・オフは， 「天からの贈物」であった。 しかし
かかる保障は必然的に代償を伴う。すなわちCIO系組合の官僚的傾向は助長され，
また組合指導者に「生か死か」という切迫した組織努力がみられない。そのためWL
Bは，組合の甘えをなくすため組合員資格維持やチェック・オフをやめると脅したほ
どである。組合保障はたしかに組合民主主義を衰退させ，政府規制への順応を促がす
(Nelson Lichtenstein, "Ambiguous Legacy: The Union Security Problem 
during World War I," in Labor History, Vol. 18, Nr. 2, Spring 1977, pp. 
214, 232, 233, 234-235, 237~238)。
27) Taft, Organized Labor, pp. 561-562. なお開戦以来4カ月間もマン・パワーを扱．
う組織がつくられなかったのは， 当初は労働力よりは工場・設備・原料等の方が重
視されたことを示す (Seidman,op. cit., p. 158)。
28) Taft, Organized Labor, p. 562. 
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重視してはいなかったらしい。たとえば上院軍事委員会は転換を軍需契約打ち
切りの銀点からしかみず（動員解除の人間的側面の無視）， AFLゃCIOを嘆か
せていた。労働界がなによりも欲したのは戦後失業の回避と所得保障であり，
また自由な団体交渉システムヘの復帰であった。ただし政府統制の撤廃につい
てAFLの方がより関心をもったという違いはある29)0
ドイツ降伏後も WLBの賃金統制は続いたが（民需に転換した工場の賃金ガイド
・ラインの設定），日本の降伏後は，値上げの口実としないことを条件に自主的賃
上げが認められ， かかる賃上げの間接統制（値上げの恐れある賃上げの申請・承認
制）は， 1946年 1月にWLBを引きついだ3者構成の全国賃金安定委員会(NW
SB)の主たる方針ともなった。だが戦時統制の撤廃を望む声は労働界・産業界
をふくめて社会に根強く，大統領トルーマンは遂に賃金・俸給の統制撤廃を声
明し(11月9日），ここに NWSBはその短い活動を閉じた30¥
29) Ibid., pp. 563, 564; J. G. Rayback, A Hist加yof A畑 ricanLabor, New York: 
Macmillan, 1959, pp. 388-389. なおこの時期の政府の政策が後手にまわったの
は， 対日勝利が予想よりも早すぎたことにある。バーンスタインの表現を使えば，
12月の予定でサンタ・クローズの服を仕立てていたのが，急にクリスマスを7月4日
にやるといわれたようなものである (B.J. Bernstein, "The Truman Administ-
ration and its Reconversion Wage Policy," in Labor History, Vol. 6, Nr. 3, 
. Fall 1965, pp. 214, 218)。
30) Taft, Organized Labor, pp. 564.-565. WL Bの廃止された事情は複雑である。対
日勝利の前日，大統領はデービス（経済安定長官），テイラー (WLB会長），シュベ
レンバッハ（労働長官）等と協議したが，その折シュベレンバッハは， WLBは労働省
所管とすべきであり，ィンフレ予想による賃金統制の継続の必要性を理由にWLBの
恒久化をはがるべきでないとした。一方デービスは，戦争終ればWLBの有効性も終
ろうが，争議を最小ならしめ，また賃金・物価を安定させるためにもWLBは存続す
べきだとした。大統領は，無罷業誓約の延長を求める立場から，デービス案に賛成し
た。ところが3日後の記者会見で大統領は， WLBの労働省移管ともとれる発言をな
したため， WLB委員は辞任を仄かし，あわてた大統領は自分の発言が誤解されたこ
とをテイラーに伝え，かっWLBの存続を声明した。だがシュベレンバッハは，労働
行政について二重の権威があるのは混乱を招くとして大統領を説き，遂に 9月18日大
統領はWLBの労働省移管を声明し，デービスはこれに抗議して辞任した。なお物価
安定のもとで賃上げ可能だとするデービスの考えは，新聞等で反対され，一度はデー
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問題は労使関係の安定化についてであろう。 AFLとCIOとの敵対は容易
に消えず， AFL, CIO, 連邦商業会議所，全国製造業者協会の4者が産業平和
を論じあうことになった折も(1945年3月）， AFLの態度は，使用者団体とは
同席してもCIOとは話しあいたくないというものであった。だがそのAFL
もCIOも，対日勝利後は無罷業誓約の延長を拒否したのであって31),その結果
発生した戦後ストライキの波を想起すれば，大統領トルーマンが戦争終結後の
11月5日に労使会談を召集したことは，容易に理解できる。この会談は，任意
仲裁等の比較的重要でない問題について合意を得た点では失敗でなかったもの
の，成果らしい成果はほとんどなかった。それどころかジョン・ルイスは，内
部対立をしめす労働代表と対照的に使用者代表が一致結束していることを讃
ぇ，かつ自由企業原則と民主々義の郡きを期待すると演説して使用者の喝采を
博したのである（労働側は拍手をしなかった）32)0 
かくして戦後ストライキは避けられるべくもない。戦時ストライキが散発的
で通常非公認のものだったのにたいし，戦後のそれは，非妥協的かつ長期的で
あり，しかも一次大戦直後のストライキに対比して「事実上暴力から自由であ
った」ことを特色とする33)。その規模と激しさはアメリカ史上比類するものが
なく， 1945年8月15日から 1年間におけるストライキ件数は 4630件，参加人
ビスを支持した大統領も，デービスの考えは政府を代表したものではないという始末
だった (Bernstein,op. cit., pp. 219~224)。
31) Taft, Organized Labor, p. 565. なお 30)でふれたように，無罷業誓約延長をのぞむ
デービスが去り，シュベレンバッ Iヽ がそれに反対し，かつ大統領も変心したとあって
は，その延長のチャンスは消えたというべきであろう (Bernstein,op. cit., p. 224)。
32) Taft, Organized Labor, pp. 565~566; Taft, The A. F. of L., pp. 261-262. 
なお労使会談については，争議行為に入るまで誠実な団体交渉をつくすことについて
労使一致したことは一次大戦後との違いであるが，かかる確認は再転換問題の解答と
はならないし，任意仲裁もそれが拒否されれば終りだという意味で，同会談は失敗だ
ったとバーンスタインもいう (Bernstein,op. cit., pp. 228-230)。
33) Taft, Organized Labor, p. 567; Dulles, op. cit., p. 355; Rayback, op. cit., p. 
390. 
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員は 490万人， また労働損失日数は 1,1980万日（延労働総日数の1.62%)であっ
た34)。それは事実上すべての産業におよんだが，特筆されるべきは自動車，鉄
鋼，鉄道，石炭であろう。
(1)自動車。戦後UAWは，産業別の交渉を望ましいとしたが，企業間の
競争圧力をうまく利用すれば，一社を標的とする企業別の交渉によっても産業
別交渉に事実上ひとしい効果が期待されるとして企業別交渉を選び，その標的
にゼネラル・モーターズを選んだ。この争議は，価格転嫁なしに組合要求(30%
賃上げ）に応じうる会社の支払能力の有無が問われ，その問いに誠実に答えない
会社の態度は不当労働行為である（かかる事情のもとでの会社の 10彩回答は「賄賂」
でしかない）とウォルター・ルーサーによって非難された点に特色がある。組合
側は，帳簿類の調査権限をもつ委員会による仲裁を提案したが，’会社側は，こ
れは仲裁というよりは経営権放棄要求であるとして回答をしぶり，結局は18万
人のストライキが発生するにいたった(1945年11月21日）。争議には一向に解決の
兆がなく，そのためトルーマン大統領は，急逮3人よりなる調査・勧告のため
の委員会を任命し，会社の帳簿類の点検をおこなわしめようとしたが，会社はこ
れを拒否し，やむなくだされた3人委員会の勧告案（時間当り19.5セントの賃上げ）
も，会社案（時間当り13セントの増加）の壁の前には解決の役に立たなかった35)。
その後(1946年1月末）UAWは，フォードとは時間当り18セント，クライスラ
ーとは時間当り18.5セントの賃上げで妥結したが，それは率にすれば15.1彩と
16.7彩であって， UAWのゼネラル・モーターズヘの要求(30彩）を大きく下ま
わる。 当時の鉄鋼相場（時間当り18.5七ントの賃上げ）は大手の妥結パクーンとな
っており，ゼネラル・モーターズも同相場を最終回答として提示したが， UA
Wは，前記2社とは同相場以下で妥結したというのに，ゼネラル・モーターズ
にたいしてはなおその回答を拒否した。だがこの時点での組合要求は3人委員
会案(19.5セント）まで下げられていて，会社回答との間に大きな開きはない。
34) Taft, Organized Labor, p. 567. 
35) Ibid., pp. 568,...,569. 
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さらに価格転嫁なき賃上げという当初の組合スローガンは，すでに忘れられて
いる。やがてマレーCIO会長とウィルソン社長との会談がおこなわれ，スト
ライキは会社回答の線で113日ぶりに解決した(3月13日）36)。
だがこのストライキは，その解決の2日前にルーサーがUAW会長立侯補を
声明したため， UAWの内部政治の重要な争点となった。現会長のR.J・ト
ーマスは，会社回答をよく見きわめずにストライキが早めに命ぜられたこと
ゃ，また帳簿公開要求が会社を硬化させてストライキを長びかせたことを批判
したが，その批判の正しさはタフトも認めている37)。だが会長選挙に勝ったの
は）レーサーの方であって，ここにUAWはひとつの転機を迎えたことになる。
）レ-サーは自派勢力の扶植につとめ，かれのUAW完全支配は1947年大会で完
成したとされる。そしてルーサーの勝利は，かれこそは当時UAW内で強力と
なったスターリン主義を抑えうる唯一の人物であり， UAWを反共陣営にとど
ましめえたという意味で，組合運動のみならずアメリカ人にとっても重要だっ
たとされるのである。かくしてタフトは， Jレーサーの勝利は「組合が成年に達
した兆」であり， 「自由世界にとってのよき日」であったと結んでいるが38),
これは典型的なウィスコンシン流の評価の例であるといえよう。
(2)鉄鋼。組合(USW)が賃上げと価格凍結とをともに求めた点は自動車
の場合と似るが，鉄鋼と自動車との状況の相違は，ゼネラル・モークーズが支
払能力論議そのものを避けようとしたのにたいし， USスチールは，利潤マー
36) Ibid., pp. 569-570. このゼネラル・モーターズ争議の意義については， 1946年初
期に国民経済をゆるがせた諸々のストライキのひな型を示すとか (Dulles,op. cit., 
p. 358), 9年前の坐り込みとは対照的に秩序あり， 大企業への社会的コントロール
ないしアメリカ・ビジネス原理への挑戦といった賃金問題以上のもの (Seidman,op. 
cit., pp. 225, 226-227) という見方に落ち着こう。なお熊沢誠「寡占体制と労働組
合」（新評論， 1970年） 165-168ページは，ぜひ参照されるべきだが，同氏の見方は
タフトのそれとは異なる。この争議自体がUAWの敗北に終ったという評価などは，
その例であろう。
37). Taft, Organized Labor, p 570. 
38) Ibid., p. 571. 
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ジンの少ない鉄鋼産業では賃金と鉄鋼価格とは密接に連動せざるをえない例と
して，たとえば組合要求(1日2ドルのアップ）は大なるコスト増（基本賃金率の32
％アップ）をもたらすことを指摘し，価格問題の解決しないかぎり賃金交渉に応
じる意思のないことを言明していたことにある。大統領提案（時間当り18.5セン
トの賃上げ）を組合は受諾したが使用者側が拒否したため， 1946年 1月21日75万
人のストライキが始まった。争点は賃上げのための価格補償（会社は18.5セント
の賃上げにたいしてトン当り6.25ドルの値上げを主張）にあったが，結局トン当り 5
ドルの値上げが認められたことにより， 2月15日労使間の合意が成立した39)。
(3〕鉄道。争議の発端は，大戦末期 (1945年7月）鉄道産業の全労働組合が
賃上げと労働規則変更の要求書を提出したことにある。事件は全国調停委員会
(NMB)に移され，仲裁に同意した組合には時間当り16セントの賃上げ案が提
示されたo仲裁付託に同意しなかった2組合（制動手と機関士）については緊急委
員会が任命され，同委員会は前記仲裁案と同内容の賃上げを勧告したが，．両組
合は，労働規則変更がふれられていないという理由をも含めてそれを拒否した
(1946年4月）。ストライキが不可避となったとき，大統領は両組合長をホワイ
ト・ハウスに招き (5月14日），以後精力的に会談を続け，最終的には労働規則
変更の棚上げを条件に時間当り 2.5セントの追加賃上げを提案したが，両組合
はこれを拒否し，遂に全国鉄道ストライキが始まった (5月23日）。翌日大統領
が鉄道接収を議会に求めて拒否される一幕があり，ストライキは 3日目に中止
された40)。その際，大統領失脚を狙う政治陰謀に対処するため妥結するよう
39) Ibid., pp. 571~572. 
40) Ibid., pp. 572-573. なお今でも問題にされるのは，ストライキ突入の翌5月24日，
大統領が議会で接収権限付与を訴えたのは4:10 p.m; であったが，鉄道労使が協定に
署名したのが3:35 p.m., スト中止を発表したのが3:57 p.m. であったから，大統領
が議会で訴えたときストライキ中止をすでに知っていたかどうかである。もし知って
いたとしたら．それは大統領の「もっとも安っぼい大根役者の演技」といわれても仕
方あるまい。なおこの点については Dulles,op. cit., p. 366 ; Seidman, op. cit., 
pp. 235;,..,236. 
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「脅迫」されたというA・F・ホイットニー（制動手組合長）の言葉が問題とな
ったが，ホイットニーはのちに脅迫の事実を否定したし，またタフト自身も，
国家の経済・社会の麻痺状態を前にして大統領に選択の余地はなかったはずだ
と論じている叫
(4)歴青炭。協約期限(1946年3月31日）を前にしてUMWは一連の要求（賃
上げ・時間短縮・諸手当・保健厚生基金の設置その他）をだし，戦時労働争議法によ
る冷却ののちストライキに突入した(4月1日）。政府の炭鉱接収(5月22日）によ
り内務長官ジュリアス・クラッグとルイスとの会談が始まり，時間当り18.5セン
トの賃上げや保健厚生基金の設置（出炭トン当り 5セントの拠出による）等を内容と
する協定が成立したが，これは，単一賃金協定としてはUMW結成以来の最大
の経済的・社会的成果だとされる。だが休暇手当や出炭トン数算定基礎（厚生
基金のための）については対立があり，その解決のための既決定の変更をクラ
ッグ長官が拒否したとき，ルイスは，政府は協定を破棄したとしてストライキ
突入(11月20日予定）を声明した。クラッグは）レイスの主張を否定し， 接収管理
者に接収協定を無効とする権限はなく，また）レイスにも政府との協定を終了さ
せる権限はないとし，一層の話し合いを求めた。 Jレイスがストライキ予定の取
り消しを拒否したとき，政府はコロンビア区連邦法廷に争議行為の予備的差止
命令を求め (11月18日），それをえた。命令の有効期限の満了日(11月27日），政府
は，法廷命令を無視してストライキに突入 (11月18日）．続行中のUMWとJレイ
スを法廷侮辱罪で訴えた。有罪の評決が下り (12月3日）， UMWと）レイスにそ
れぞれ民事上・刑事上の法廷侮辱を理由に350万ドルと 1万ドルの罰金が課せ
られ，ストライキは中止となった(12月7日）42) 0 
なお前記侮辱事件は連邦最高裁判所に上訴されたが，同法廷は，ノリス・ラ
ガーディア法との関係で問われていた連邦地方裁判所のストライキ差止権限に
ついてこれを認め，かつ民事上・刑事上の両侮辱事件を併合審理することがで
41) Taft, Organized Labor, p. 573. 
42) I. ぷd.,pp. 574~575. 
18 
タフトその他と第二次大戦時および大戦後のアメリカ労働組合運動（小林） 663 
きるとし，｝レイスの罰金刑を支持したものの，組合のそれは過重であるとして
組合による協定終了通告の撤回を条件に70万ドルに減じた43)。
以上のように自動車，鉄鋼，鉄道，石炭の戦後ストライキをみたが，とくに
鉄鋼相場は，それ以外の戦後争議の解決バターンとなった。 1946年 1月に始ま
るゼネラル・エレクトリック（時間当り18.5セントの賃上げ），ウェスチングハウス
(18.5セント），インタナショナル・ハーベスター (18セント），食肉包装業 (16セ
ント）の各争議がそうであり， かかるパターンはその他の争議にもみられる。
なお以上はいずれも賃金争議であるが，組合承認をめぐる争議にも注目すべき
ものがあって， 1946年5月ニューヨーク州ロチェスター市のゼネ・スト（市の職
員組合承認によって解決）や同年10月から翌年にいたるカリフォルニア州オークラ
ンドのゼネ・スト (2つの大型小売店の組合承認ストライキを破るために警察の利用
されたことが発端であるが，市当局が警察の争議不介入を約束したことで止む）がその例
としてあげられる叫
いずれにせよ1947年に入ると，争議件数はなお高水準にあったが労働損失日
数は前年の％以下となり，戦後ストライキはその力の多くを失なった。という
のも対日勝利 2年後の失業率は3.5形であり，大戦中をのぞけば過去数十年の
最低であって，悲観的経済予測者の不安は現実のものとはならなかったからで
ある45)。
4 タフト・ハートレー法
以上にみた戦後転換期の組合運動の盛り上りは，ワグナー法制定以来の一部
の組合活動（縄張り争い，二次的ボイコット，組合の団体交渉拒否など）や戦時ストラ
ィキがすでに醸成していた反労働的世論をいっそう促すことになった。有名な
ペトリロ率いる全米音楽家同盟 (AFM)の水増し雇用方策にたいする反感の影
43) Ibid., p. 575. 
44) I.bi,d., pp. 575,..,57. 
45)乃絋， p.578. 
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響も大きい。1946年5月にはフランシス・ケース議員提出の反労働的法案(60日
の争議冷却期間，二次ボイコットの禁止その他を定める）が議会を通過し， 大統領の
拒否でかろうじて成立を免れた46)0
だが時代の流れは如何ともしがたい。翌47年1月の年頭教書では，大統領は
縄張り争議と二次ボイコットの規制ならびに有効な争議調整機関の必要性に言
及したし，また同月始まった第80議会では，新立法への積極的な動きがみられ
た。ただし上院労働公共福祉委員会は， 委員長のタフト議員の態度（ワグナー
法は維持すべきである）を反映して各立場の意見を公正に聴取しようとしたのに
たいし，下院教育労働委員会では，委員長のハートレー議員を始めとする下院
の主流が反クフト的であったことを反映して，聴取された証言のほとんどは反
労働的であったという違いはある。したがって各委員会が各院に報告・勧告し
た法案内容も，まことに対照的である47)。
下院法案は， NLRBの廃止とその機能分割，職長にたいする保護の否定，団
体交渉における誠実義務の除去，ストライキ投票にいたる手続の精緻化，水増
し雇用・産業別交渉・ニ次ボイコットの違法化，チェック・オフの任意制，ク
ローズド・ショップの違法化，組合の不当労働行為制度の導入，団体交渉事項
の範囲の制限とその列挙，公職立候補者への組合財政支出の禁止，反トラスト
法の対組合適用，労使協定違反の際の労働組合の損害賠償義務などを定めよう
としたものである48)。これにたいして上院法案は，労働者の社会的な既得利益
はこれを擁護するとの立場に立っており，その意図するところも，管理職の法
にいう「雇用者」よりの除外，クローズド・ショップの禁止，組合の不当労働
行為制度の導入などに限定されていたのであって，フィリップ・クフトも「上
院報告が読者の心を打つのはその穏当さであり，また下院文書に浸透している
46) Rayback, cp. cit., p. 395; Taft, Organized Labor, p. 579. なお注目すべきこと
に，ケース法案にたいする上院の反対者のなかに，のちのクフト・ハートレー法の起
草者のタフト上院議員がいた (Seidznan,op. cit. p. 237)。
47) Taft, Organized Labor, pp. 579-580. 
48) Ibid., pp. 580,.:,581. 
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悪意ある反組合的偏見がそこにないことである」と評している49)0
さて下院法案が下院を通過すると (4月18日），上院も上院法案を通過せしめ
た(5月13日）。労働界は両法案のいずれにも反対であったが， タフトは，すく
なくとも上院法案は本質的にはワグナー法であって，「奴隷法案」 とは解釈で
きないという50)。それはともあれ両法案の相違点は法案一本化のために調整さ
れ，その際大統領の拒否を乗り切る必要から下院案独自の諸制限は事実上すぺ
て撤回された。最終的にでき上ったタフト・ハートレー法案は，予定どおり上
下両院をそれぞれ通過したが，大統領はそれを拒否した(6月20日）。大統領の
拒否理由は，当法案は，①政府介入の増大，②戦後の不安定な労使関係のその後
の改善傾向の無視，③実施可能性の欠如，④労働者にたいする不公正さと差別
性の故に望ましくないというにあったが，下院は無討議で，また上院は討議の
のち，それぞれ採決によって拒否を乗り切った51)。ここにクフト・ハートレー
法は正式に成立をみたわけである。
同法は，結局のところ若干の組合の行為（交渉代表選挙時の労働者にたいする強
制，使用者にたいする労働者差別の強制，末提供の労務にたいする支払の強制，縄張り争
いのストライキ・ニ次的ボイコット）を規制し， クローズド・ショップを違法と
し，交渉単位内の投票による組合の資格証明取消の申請ないし交渉代表権剥奪
49) lb辺.,p. 581. 
50) Ibid., p. 582. 
51) Ibid., p. 583. なおワグナー法の改正を望む当時の主張は， ①組合は強くなりすぎ
た，R組合は労働者個人，組合員個人にたいする責任を全うしていない，③組合も使
用者同様の制限を課され，責任を負わされるべきである，という 3点に要約される。
(H. A. Millis and E. C. Brown, 肝omt加 Wa匹 rAct tQ Taft-Hartley, Chi-
cago : The University of Chicago Press, 1965, p. 272)。レイバックによる要約
も大差はない (Rayback,op. cit., pp. 396~397)。 クフト・ハートレー法の成立に
ついて多数の民主党員が共和党に組した点は注目すべきだが (Seidman,op.・cit., P・
267), 同時に各州の反労働的気運により，ヘイ・マーケット暴動時 (1886年）以来最
大数の反労働立法が各州で制定されたことも，同法制定の背景をなす (Rayback,ゅ．
cit., pp. 395-396)。この背最についてはミリスとブラウンがもっとも詳しい (Millis
and Brown, op. cit., pp. 317~331)。序ながら，二次大戦後はクフト・ハートレー
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への道を開き，協約違反による損害にたいする賠償訴訟の権利を使用者と組合
の双方に認め，緊急争議の一時冷却ないし一時中止のための連邦法廷命令申請
を政府に認め，連邦公職立侯補者への資金的援助を組合と企業の双方について
禁じ，管理的労働者を保護の対象外とし，また組合が NLRBに救済等を求め
るにさいしては規約・会計報告書・役員の非コムニスト宣誓供述書等の提出を
求めるというものである52)。
以上の内容よりすれば，タフト・ハートレー法には下院案に比して大幅の改
善が認められるにせよ，それがワグナー法よりの後退であることは否めない。
労働組合界が同法に反対したことは当然だが，フィリップ・マレーがそのため
にAFL,CIO, 鉄道諸組合の統一活動を提案したというのに，AFLは独自に国
際組合の集会を開いて同法の撤廃を唱え，したがってCROもまた独自に同年
大会で同法を攻撃したのである。とくに組合役員の非コムニスト宣誓供述書へ
の署名については，組合は一般にそれを拒否したが， NLRB担当官が，宣誓署
名の求められるのは申立組合の役員だけでなく，それが上部団体に加盟してい
る場合は上部団体の役員もであるとの解釈を示したため， 問題は複雑となっ
：。すでに (1946年） AFLに復帰していたジョン・ルイスは署名に大反対し，
~FL の執行評議会と大会 (1947年）で自己への支持の得られないことを知る
と，またあっさりとUMWをAFLより脱退させてしまった53)0 
タフト・ハートレー法への挑戦の故に注目されるべきは国際印刷工組合 (I
TU)であろう。同組合は，法は非コムニスト宣誓署名を強制していないと
し，また同執行評議会の認める条件による雇用を組合員に訴えたが，かかる組
法を阻止できなかったが，一次大戦後のような労働全面敗北（オープン・ショップの
勝利）とならなかったことについて，それを体制延命のための階級対立宥和政策とみ
るのは（戸塚秀夫・徳永重良編『現代労働問題」有斐閣，昭和52年， 209ページ），大
袈裟にすぎる。すでに社会に定着したワグナー法12年の実績は，簡単に消せるもので
ないということであろう。
52) Taft, Organized Labor, pp. 583-584. 
53) Ibid., pp. 584,..,585; Taft, T. 加 A.F. of L., pp. 272,_,274. 
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合の態度は，新聞の過半数がタフト・ハートレー法の成立を支持したことによ
る全米新聞業者協会(ANPA)への敵意に根ざしていた。協会の提案で労使会談
が開かれたが (9月，インディアナボリス），組合は，クローズド・ショップ協定
は法の禁ずるところとなったが，非文書協定を結ぶ用意はあるとの立場をとっ
た。その立場の根拠は，過去および現在における非文書協定の存在 (1947年の
ITUの支部組合 850 のうち¼は文書協定をもたない）にあったが，過去の歴史がど
うあれ組合が協定の文書化を拒否しえないことは明らかではある。 1947年11月
から49年9月に及んだシカゴの新聞ストライキでは， ITUが団体交渉拒否を
理由に新聞業者協会から訴えられ，一時はITUにたいする連邦法廷の交渉拒
否差止命令がだされたほどであるが，結局はITUは文書協定の締結に同意せ
ざるをえなかった。しかも協定条項のなかには，組合が協定文書化の代償とし
て求めたクローズド・ショップはもちろん含まれていない54)0 
ところでタフト・ハートレー法の実施状況をみ，かつ意見具申するために設
けられた両院合同委員会における証言は，法律制定後も制定前と同種の相対立
する意見がなお存在したことをしめす。だが組合保障の反対論者にとって驚く
べきことは，法の認めたユニオン・ショップ制可否投票の実施結果は，支持が圧
倒的だったことであろう(1948年5月1日までの支持率95彩）。奇蹟的に再選を果し
たトルーマン55)も，1948年初の教書で同法の撤廃を訴えていた。かかる空気を反
映して完全撤廃案を提出した議員もいたが，採択されたのはタフト上院議員の
修正案（ユニオン・ショップ制可否投票の廃止，緊急争議における接収・争議禁止権限の
政府への付与，その他）にすぎない。だがAFLのグリーンは， 政府の接収・争
議禁止権限の故にタフト修正は絶対に受けいれられないとして強く反対した。
54)乃id.,pp. 585-586. 
55) 1948年選挙におけるトルーマンの再選は，共和党が労働要求を拒否したために，組合
勢力が民主党支持に傾いたことによる。かくして上院では，プロ・レイバー派議員を
16人当選させてタ・ハ法派議員9人を落選させ，また下院ではプロ・レイバ一派 172
人を当選させてク・ハ法派 57人を落選させたという (Rayback, op. cit., pp. 401-
402)。
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かくして法修正の最有望のチャンスは，ここに終ったとされるのである56)0
とはいうものの「労働運動の予想した惨めな結末は，ほとんど現実のものと
はならなかった」57)という。組合員数はその後も増加を続けたし， AFLや C
IOの政治活動も逆に活発化した。タフ・ト・ハートレー法の政治献金禁止条項
(304条）をテストするために組合のおこした 2つの事件（公職立候補者にたいする
CIO機関紙の紙而提供とテレビ出演費用のUAW負担）は， いずれも起訴されたも
のの，最高裁判所は前者については却下の判決をくだし (1948年），後者につい
ては支持判決をくだした (1959年，ただし下級審では却下されている）という状況に
ある58)。ただし同法の悪影響はもちろん存したわけであつて，たとえば管理的
労働者の「雇用者」の定義よりの除外 (2条3 項）は， 1947年の折角の最高裁判~
の判決（管理的労働者もワグナー 法にいう雇用者であるとのNLRB見解を支持したもの）
を無意味なものとしただけでなく， 1941年の設立以来力をふるった全米職長協
会(FAA)の活勁力を奪ってしまった59)。だがタフト・ハートレー法のより大な
る悪影響は，それが南部の組織化を妨げたことであって， 1946年に開始されて
進展しつつあったAFLおよびCIOの南部組織化活動は，いずれも1947年後
半には困難に逢着し停滞してしまった60)。より一般的には，タフト・ハートレ
ー法は使用者側弁護士に引延し戦術を許し，組織化を困難にしたという事情が
.16) Taft, Organized Labor, pp. 586--587. 
57) Ibid., p. 588. このことは，タフト・ハー トレー 法の基礎となった上院案が「奴隷法
案」ではないという既述のクフトの評価の帰結でもある。同法に対するかかる非難の
当たらないことは， どの論者も指摘している。 たとえば Dulles,op. cit., p. 376 ; 
Seidman, op. cit., p. 268 ; The U. S. Department of Labor, Bicentennial珈 tory
oft加 A加 ricanWorker, Washington: U. S. Government Printing Office, 
1976, p. 251. 実際のところ同法によって被害を蒙ったのは，強力な組合ではなくて，
弱小組合や末組織労働者であった (ibid.,p. 251 ; Seidman, op. cit., p. 269)。
58) Taft, Organized La如r.p. 588. 
59) Ibid., p. 588. 
60) i砿'i.,pp. 589-590. 
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存する61)0 
なおタフト上院議員はその後も（たとえば1950年）タフト・ハートレー法修正の
努力をしたが，労働組合側はその完全撤廃を主張するのみで，部分的修正に応
じる「駆け引きの力」をもたなかった。議会の勢力分布よりみて，肝心の組合
が支持しないようでは部分的修正すら覚つかない。したがってフィリップ・タ
フトは，労働組合はタフト議員の「現実的視点」と「貢献」を評価していない
と手きびしい62)0 
ただしァイゼンハウアーの登場 (1952年）とともに組合界に態度の変化がみら
れ，すくなくともAFLは政府との接触をはかった。労働長官となったマーチ
ン・ダーキン（鉛管工組合長）は，タフト・ハートレー法の修正こそが現実的ア
プローチであるとしてその努力を続け， 1953年6月には上院労働委員会の改正
試案がプリントの形にまとめられた。試案の内容は，非コムニスト宣誓や緊急
争議の強制差止めの廃止等を含むものだが， CIOは，試案作製に関与してい
ないこともあって反対し，結局ダーキン改正案は死産に終った。翌1954年には
政府は前年のプロ・レイバー的態度を改め，．ダーキン案の内容に加えて若干の
反労働的条項（地方の福祉にかかわる争議にたいする州介入，使用者の言論の自由の拡
大，強制的ストライキ投票）を盛りこんだ法案を用意したほどである。そして1954
年国会こそは，タフト・ハートレー法修正が主要議題となった最後の国会とな
った63)。次の立法上の動きは，ランドラム・グリフィン法まで待たねばならな
い。
61) Ibid., p. 590. 
62) Ibid., P.-590. ダレスも，反労働立法阻止運動は開始が遅すぎただけでなく，非妥協
的にすぎた点を指摘している (Dulles,op. cit., p. 360)。
63) Gerald Pamper, "Labor Legislatiol'.].: The Revision of Taft-Hartley in 1953-
1954," in Labor History, Vol. 6, Nr. 2, Spring 1965, pp. 144, 147-148, 151, 
152-153, 154. 
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5 国際運動・政治活動・コムニズム
コモンズ編『合衆国労働史』全4巻は，その分量（約2500ベージ）にしては標
記のテーマにふれることが乏しい。けだしアメリカの組合運動は，その社会主
義臭の故に過去の国際運動を避ける傾向にあったし，またその無党派主義の故
に政治活動は限定された形式をとらざるをえなかったし，さらにコムニズムの
影響がとくに強く感じとられるのは， 1930年代以降のことであったからであろ
う。したがって以上に記したコモンズ『労働史』の特徴は， 1932年で記述が終
っていることによって生じたものといえる。だがアメリカの組合運動は，その
後（とくに二次大戦後）国際関係・政治活動・コムニズムとの対応において，それ
ぞれ大なる変貌を遂げた。もちろんその基本姿勢は従来と一貫してはいるが。
それはともあれタフトはその変貌を無視できないと感じたのであろう。かれは
ニュー・ディール以降の時代を描くにあって，標記の 3テーマにわざわざ各 1
章を与えて論じている。以下にそれをみよう。
〔1) 国際運動
その建国の事情から，また奴隷解放をおこなった国として，アメリカの組合
運動は，抑圧を逃れようとする他国の労働者の運動に同情的であったとされ
る。事実AFLは， 1888年のロンドン国際労働会議にたいして，また1892年の
プラッセルの同会議にたいして挨拶を送り，さらに1894年にはAFL大会に英
国TUC代表の親善訪問をうけ，その後TUCとの間に相互に親善代表の交換
派遣を続けた。ただしAFLは「厄介な同盟とは距離を保ち」， その行動も，
海外の人権問題や争議に同情を表明したり，限られた財政支援を与えたりする
程度であった64)。AFLが代表を正式派遣したのは， 1911年の国際労働書記局
(the International Trade Union Secretariats, AFLの加盟は1910年）の大会にたい
してである。 AFLは，その際現地で IWWのW・Z・ フォスターとアメリカ
64) Taft, Organized Labor, p. 592. 
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代表資格を争っただけでなく，会議では労働組合の国際組織の結成を勧告し，
イデオロギー論よりもストライキ破りの国際的防止や労働条件の国際的規制を
唱えた65)。国際労働書記局が正式にその名称を国際労働組合連合(theInterna-
tional Federation of Trade Unions, 略して国際労連 IFTU)と変更したのはその後
. (1913年）である。ただしその国際労連も，一次大戦を機に本部移転（ベルリンから
アムステルダムヘ）をめぐって連合国派（本部のベルン移転を主張したが容れられず，
パリに本拠を置く）が分裂してしまい，かかる断絶関係の修復の努力(1917年に2度
にわたって国際会議が召集される）は成功しなかった66)。
大戦終了後 (1919年7月）のアムステルダムにおける国際労働組合会議におい
て始めて国際労連が再建されるが，この会議で承認された対ソ封鎖非難や産業
社会化等の提案は，当時のヨーロッパではごく穏やかな見解を反映したもので
あるにせよ，アメリカ代表にはなじむものではなかった。 AFL執行評議会の
多数は社会主義臭の組織と関係をもつことに反対し，また一部の排外主義の影
響もあって， 1920年AFLは国際労連の加盟を拒否してしまった67)。タフト
は，これを「ヨーロッパの問題や戦争からは孤立していたいとのアメリカ人の
一般的願望」68)の反映とみる。 どちらかといえば対外的積極主義のゴンパーズ
すら， AFLの執行評議会と大会の孤立主義に勝てなかったのだ。たとえばコ·•
ンパーズの ILOにたいする貢献は多言を要しないが，アメリカの組合運動の
対外的消極主義は，その ILO承認(1919年AFL大会）にもかかわらず1934年に
合衆国政府がILOに加盟するまで自らの代表を派遣しなかったことにみられ
65) Ibid., p. 593. なお L・L・ロー ウィン著， 阪本泉・有田ふぢ共訳「国際労働運動」
（誠信書房，昭和34年）および W・スケヴネルス著，小山泰蔵訳「国際労働運動の 45
年」（論争社， 1961年）は， 国際運動についての基本的な邦訳文献であるが，わざわ
ざの引用はしない。
66) Taft, Organized Labor, pp. 593,._,594_ 
67) Ibid., pp. 594,_,595 ; John P . Windmuller, American Labor and the Internat-
ional Labor Movement, 1940 to 1953, Ithaca: Cornell University, 1954, 
pp. 12,._,13. 
68) Taft, Organized Labor, p. 595. 
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AFLと国際労連の距離が近づくのは，ヒットラーの台頭によりAFLの対
ヨーロッパ関心が増大したことによる(1933年大会のドイツ商品ボイコット， 1935年
大会の十チズム犠牲者救済募金）。 1937年には国際労連の会議（ワルシャワにて）に招
れ， AFLは代表を送った。ただしその後国際労連では，英TUCの肝いりで
反ファシズム統一戦線の立場からソ連労働組合の加盟問題が提案されたため，
同組合を自由な組合とみないAFLのグリーンは，その加盟は国際労連を分裂
崩壊せしめると英TUCのW・シトラインに訴え，そのためAFLの対外的乗
り出しは短命に終るものとみられた70)0 
ドイツの対ソ攻撃 (1941年6月）後は英ソの組合関係は急速に密となり，その
10月にはアングロ・ソビエト労働組合委員会 (ASTUC)が設立されただけでな
< ,AFLをそれに参加させるために，1942年春シトラインがアメリカに派遣さ
れた。 AFLは，ソビエト労働組合との公式の協力を拒否しただけでなく，シ
トラインのアングロ・アメリカ労働組合委員会 (AATUC)設立の提案について
も，同委員会内でCIOと協力することについては， ドイツの対ソ攻撃前のC
IOメンバーの戦争にたいする非協力的態度を理由に反対し，また鉄道友愛諸
組合の参加については，その突然の国際的関心の表明に異を唱えた71)。TUC
の対AFL接近は失敗し，TUCはここに困難な立場に追いこまれたわけだが，
69) Ibid., p. 596 ; Taft, T, 加 A.F. of L., p. 234. 
70) Taft, Organized Labor, p. 597. この辺の詳細は， とくに英 TUCのソ連加盟問
題にたいする態度の変化をも含めて Taft,The A. F. of L., pp. 235-240をみよ。
なお Windmuller,op. cit., pp. 14-15. 
71) Taft, Orga成'zedLabor, 597-598; Taft, A. F. of L., 241,..,24. シトラインの
訪来は，戦時の英ソ組合協力の拡大について1941年10月ロシアでモロトフその他のゾ・
連幹部と討鍍した結果であり， AF-LとCIOのいずれから接近するかについては，
28 
シトラインは， TUCとAFLとの過去40有余年の関係からしてまずAFLから接近
すべきだとし，それをソ連に告げていた。ただAFLを説得できるまでCIOと接触
しないとしたため，シトラインは使命を果せなかった。この辺の事情についてイギリ
スの史家トーニーは， ウェップ夫人への手紙 (1942年7月）のなかで， もしシトラ
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かといって国際舞台で認められたいとするCIOの要請は無視されえず，遂に
TUCは， 1943年大会で近く予定の国際労働会議にCIOを招待することを決
定したのである。翌年のロンドンにおけるその予備会議にCIOは求められる
ままに代表を派遣したが，この会議で来るべき世界労働組合会議(WTUC)の日
程・議題が決定された。
さて WTUCは1945年2月ロンドンで開かれ， CIOはこれに12人の代表
を派遣した。同年10月にパリで改めてWTUCが開かれ，ここに世界労働組合
連合(theWorld Federation of Trade Unions, 略して世界労連 WFTU)ができ上
ったわけだが，その一方で国際労連は，その政策にたいするAFLの反対のた
めに潰え去った。世界労連がルイ・サイヤンのごときコムニストの支配組織で
あったことは周知のことだが，この世界労連の結成にかんしてタフトは，自由
世界のすぐれた組合指導者たちがすすんでコムニストのわなに陥った理由を理
解するのは困難であり，シトラインほどの経験豊かで知性ある人物が世界労連
に協力しようとしたのは左派組合からの圧力によるものであり，シトライン自
身は，前記パリ会議で党派目的のための組合利用に警告を発したことからも
分るように，コムニストの戦術をよく理解していたというのである72)。だがさ
らにタフトは， CIOの世界労連への接近理由は，シトラインの場合とは異な
って国際面でのAFLとの対等性を主張する機会を追求しようとしたことにあ
り，多忙で経験不足のマレーに代って対外活動の責任を担ったシドニー・ヒル
マンは，コムニストの戦術を熟知しながらもCIOが世界労連のアメリカ代表
インがAFLにたいし，岸辺にはAFL以外の石もあり，ァングロ・ソビエト労組委
員会への参加はCIOに求めるとしていたら， AFLは納得したかもしれないのに，
シトラインはあまりにもAFLの気に入ろうとしたため，逆にAFLから脅かされて
.croにも接近できなかったと書いているのは， ひとつの見方として面白い (J.M.
Winter, ed., R. H. Taw向： T加 ・AmダicanLabor Movement and Q加 Essays,
・Brighton: T_he Harvester Press, 1979, pp. xvi-xvii, xvii, xix~xx)。なお
Windmuller, op. cit., pp. 24-25. ・ 
72) Taft, Organized Labor, pp. 599-600; .Windmuller, op. cit., pp. 55~57. 
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たることに充分満足していたという。しかもタフトは，ヒルマンのかかる態度
を説明するものとして「野心， AFLへの嫌悪，ソビエト軍隊の武勇」を指摘
している73)。
世界労連はその後マーシャル・プランをめぐって内部対立を招くが，それ以
前は， CIOやTUCのごとき自由圏の組合連合体の加盟していることが，世
界労連の政策の不偏性を印象づけた。それだけに世界労連に加盟しなかったA
FLの去就は興味のあるところだが，AFLは，対外関係の重要性を認めて1944
年に自由労働組合委員合(FTUC)を設けた。米共産党の創立者の 1人で，のち
に転向したJ・ラブストンが同委員会の書記をつとめたことは興味深い74沿ニ
次大戦が終ると， AFLはとくにドイツの組合運動の再建のためにつくし，そ
れを占領軍による抑圧傾向とコムニズムの浸透より守らんとしたが，タフトは
そのAFLの努力を「アメリカ労働史上の輝かしき章のひとつ」75)という。 コ
73) Taft, Organized Labor, p. 600. ただしタフトがCIOのAFLにたいする対抗意
識を強調しすぎる傾向はある。 CIOの世界労連参加がAFLとの不和の外面的表わ
れであることは事実であり，またAFLの世界労連にたいする拒否は確かに正しかっ
たのだが，おなじ反共でもTUCはAFLと異なって戦時中は一時それを棚上げする
だけの雅量を示さねばならなかった時代的背兼を考えれば， 1944年-1945年のCIO
は，たんに世界で自己の存在を認めさせたいと希望しただけでなく， 「ソ連と折合わ
う」という民主主義世界の一般民衆の希望をも反映していたといえる (Winter,ed., 
op. cit., p. xviii; Arthur J. Goldberg, AFL-CIO: Labor United, New York: Mc-
graw-Hill, 1956, p. 62, 松井七郎・古米淑郎共訳「労働運動の統一と分裂 <AFL-
CIOの成立＞」好学社，昭40年， 67ページ）。なお Windmuller,op. cit., PP. 4,.., 
46, 51. 
・74) Taft, Organized Labor, p. 601 ; Windmuller, op. cit., pp. 75,._,75_ 
75), 76) Taft, Organized Labor, p. 601. 戦後の西ドイ・ツとAFLとの関係について
は Taft,The A. F. of L., Chapter XXVII'Forei炉 Policyand Activity'が詳
細をきわめる。またローウィン前掲書（阪本・有田共訳） 251-254ページをみよ。こ
れと関連して，二次大戦後のAFLの対外政策を決定したのは誰かという問題がのこ
る。それはアメリカ政府だという説（ニュー・レフトたち）はあるが，実はそうでは
なくて，それは自由労働組合委員会 (FTUC)である。 FTUCはAFLと相対的に
独立しており，一次情報の蒐集と意思決定をその主要機能とするが，前者については
ウォル，ダビンスキー，グリーン， ミーニーが情報蒐集者であり，政府からの情報は
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モンズ「労働史』が国際的側面にあまり紙面を割く必要のなかったことからす
れば，これは大きな時代的変化であろう。タフトはさらに続けて，TUCもCI
0も世界労連の虜となっていた時代に，ひとりAFLのみが自由世界の労働運
動のために「測りしれざるサービス」をなしたのであり， AFLの指導者たち
（マシュー ・ウォル， デビッド・ダビンスキー，ウィリャム・グリーン，ジョージ・ミー
ニー）の「理解と勇気と意志」に自由世界は多くを負うともいう 76)。戦後西ドイ
ツにおけるAFLの関与の程度からみて，タフトの主張はあながち誇張とはい
えないが，我田引水のきらいもあり，地下のコモンズはなんということであろ
うか。
というのもCIOもTUCもやがて世界労連に叛旗を翻すからである。コミ
ンテルンによるマーシャル・プラン攻撃(1947年10月5日）後CIO大会は同プラ
ン支持決議を通過させただけでなく，会長マレーは上院外交委員会でその支持
証言をおこなった。この立場はAFLのそれと変らない。のみならず自由世界
の労働組合は マ ノャル・ 〇一、フフノによるヨーロッパ復興と労働者の利益の擁
護のために寄与すべきであるとの共通認識に立っていた。 TUCとベネルック
ス諸国の組合が1948年3月ロンドンに国際労働組合会議を召集したのは，その
共通政策を考慮するためである。 AFLおよびCIOをふくめて15カ国の26組
織の代表が参加したが，その会議の結論は，マーシャル計画にはヨーロッパ諸
国への内部干渉はみられず，それは許容不能なものではないというものであっ
た。 7月の第2回国際会議も前回の結論を踏襲し，参加組織は，マーシャル計
補足的なものである。後者については，ウォルとダビンスキーが指導し，グリーンと
ミーニーはそれをうけ入れる。全体としてAFLリーダーの国際問題への関心と情報
はとぼしく，ウォルとダビンスキーの2人は例外である。またAFLが政府から金を
貰ったとの証拠はなく，また政策決定上民主党に影響された様子はない。要するにウ
ォルとダビンスキーが，グリーンとミーニーの協力を得，またラプストンたちの援助
を得て惰報を蒐集し， AFLの政策を形成したというのが真相だという (Roy Go-
dson, "AFL Foreign Policy Making Process from the End of World War I 
to the Merger," in Labor History, Vol. 16, Nr. 3, Summer 1975, pp. 325,327, 
328-329, 329...,30, 30...,31, 332, 336,336.....,337)。
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画のもたらす諸問題の解決に組合的方向で協力することを確認しあったのであ
る77)。
世界労連に加盟している自由世界の労働組合は，いまや態度の決定を迫られ
たわけで，1949年1月CIOは世界労連を脱退した。主要な非共産圏の労働組織
が世界労連を去ったところで， AFLは「自由，正義，恒久平和の諸原則に献
身する」真の自由な国際労働組織の結成を訴えるのだが，この度はAFLは，過
去のCIOにたいする対決姿勢を捨て， AFLと同等の資格でのCIOの参加
を求めた。クフトによれば， AFLはCIOへの不信を完全に捨てたわけでは
なく，国際舞台における経験不足からCIOが支持しがたい主張をしないかと
憂えていたというが，それにもかかわらずAFLが国際舞台でのアメリカ唯一
の代表という態度を捨てたことは，「現実的かつ遅まきながらの正義の行動」
だという78)。いずれにせよ1949年6月ジュネープに準備会議がTUCによって
召集され (AFLもCIOも参加），その結果11月28日ロンドンで自由労働会議が
開かれた。 50カ国よりAFLとCIOを含めた59の中央組合組織の代表162名
が参加し，国際自由労働組合連合(theInternational Confederation of Free Trade 
Unions. 略して国際自由労連 ICFTU)を設立したのであって，今日の国際労働組
合秩序の基礎は，ここにでき上ったことになる79)。
(2) 政治活動
アメリカの労働組合の伝統的な政治活動方式（「友に報い敵を罰する」という圧力
77) Taft, Organized Labor, p. 602. 
78) Ibid., p. 603. なお自由な国際労働組織の結成のためのAFL努力については， Taft,
T加 A.F. of L., pp. 386,..390. 
79)なおラテン・アメリカと関係では， 1918年に設立された汎米労働総同盟 (thePan-
American Federation of Labor) はAFLの主要な国際活動のひとつであるが，
それは10年間機能したにすぎないものの，その後もAFLおよびCIOとラテン・ア
メリカ労働運動との関係が30年代， 40年代も続く。そして•その関係は，国際自由労連
の結成とともに，そのなかにラテン・アメリカ部門が設置されたことのなかに活かさ
れることになる (Taft,Organized Labダ pp.604-605 ; Taft, T. 加 A.F. of L., 
pp. 416,418)。
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方式）ーについてはコモンズ「労働史』もふれているところであり，とくに 1924
年大統領選挙におけるAFLのラ・フォレット上院議員（進歩党）支持について
は，これを伝統的方式よりの逸脱でないとしたゴンパーズの主張が苦しいこと
をタフトは昔も今も指摘している80)。だがAFLはその後伝統的方式に戻り，
大統領および連邦両院議員の選挙の度ごとに無党派的政治活動委員会 (NPCC)
を結成し，その要求達成につとめてきた。 CIOの出現は，たしかにAFLの
政治活動にひとつの競合関係を生みだすことになったが， AFLとCIOは，
州および連邦のいずれのレベルにおいても同一法案を支持することが多かっ
た。ただしAFLが「大きな運動に参加することに慎重かっ消極的だった」と
いう違いはある81)。
1936年労働界の政治活動推進組織として労働無党派連盟(Labor'sNonpartisan 
League, 略してLNL)が結成され， UMWの支援をえて）レーズベルトの再選に
寄与したが82), L NLの初代会長はG・L・ベリー（印刷）だったことからも分る
ように， AFLのLNLへの関与が成功だった例とみることができる（ただしA
FL自身は公式にはlレー ズベルトを支持していない）。 だがその後LNL会長はJレイ
スに交代し（副会長もヒルマンヘ）， LNLがCIOの支配するところとなったと
みたAFLは， 1938年傘下組織にLNL脱退を求め， LNLをば「CIOのア
クセサリーでAFLに敵対するもの」と攻撃した83)。このAFLの態度は1940
80) Selig Perlman and Philip Taft, History of Labor in珈 UnitedStates, 1896 
-1932; Labor Movements, Vol. IV, New York, The Macmillan Company, 
1935, p. 534; Taft, Organized Labor, pp. 387~388; Taft, The A. F. of L., p. 
303. 
81) Taft, Organized Labor, p. 607. なおAFLおよびCIOの政治圧力方式は，政
治活動の抑制ではなくて労働党出現以前のイギリスの選挙協力とおなじものであり，
ただイギリスのそれに比して「高度にシステム化されている」点に特徴があると， ト
ーニーはいう。かかるトーニーよりすれば，問題は，なぜAFLやCIOがかかる方
式をとってきたかではなく，かかる方式がなぜ打破されないかであるということにな
る (Winter,ed., op. cit., pp. 87, 88)。
82)タフトは， LNLがlレーズベルトの圧勝に寄与したことは疑いないというが (Taft,
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年選挙においても変らず， AFLは，民主・共和両党にその要求を提出すると
いう従来方式にとどまった。ただこの年は， CIOがLNLの方針を決定する
以前にJレイスが民主党の）レーズベルト三選反対を唱えて共和党のウェンデル・
ウィルキーを支持したため，労働政治の従来と異なる図式のでき上った年では
ある。だがCIO組合員は，｝レイスに従わずにJレーズベルトを支持し，組合運
動全体の政治決定は，伝統的な圧力方式の結論を守っていた。約束どおりCI
0会長を辞したルイスの後を継いだマレーは，ニュー・ディール政策と）レーズ
ベルトに近づく＇ことルイス以上であり，その政治方針は， AFLのそれと大差
ないものの「より攻撃的」であり， CIOは「AFLの多年の特徴であった政
府への懐疑や恐怖をすら」もたなかった84)0 
1943年7月，有名なCIOの政治活動委員会(thePolitical Action Committee, 
略してPAC)が結成されるが，それは「アメリカ労働政治における新機軸」と
される。 CIOは，傘下組合の拠出と一般の任意拠出によってPACの財政を
賄うこととしただけでなく， PACに組合員家族ぐるみの活動をおこなう権限
を与え，さらには芸術家・作家その他（そのなかにコムニストをも含ましめた寛大さ
をタフトは指摘する）よりなる全国市民政治活動委員会(NCPAC)を組織したので
ある85)。そこで問題となるのはPAC議長シドニー・ヒルマンの行動だが，か
れがAFLのグリーンに統一政治プログラムの作製を申し入れて拒否されたの
はやむをえないにしても， かれがアメリカ労働党 (1936年ニューヨークで結成さ
れ，社会主義者のJレーズベルトヘの設票をめざす）の内紛の調停を試みたことには，
批判の余地はある。その内紛とは，コムニストと進歩主義者・社会民主々義者・
Organized Labor, p. 608), レイバックは， LNLの寄与のほどをいうは困難であ
って，それはせいぜいすでに存するJレーズベルト支持熱を投票の形に具体化したにす
ぎず， LNLがかかる支持熱をつくりあげたことはないという (Rayback, op. cit., 
p. 357)。
83) Taft, Organized Labor, p. 608 ; Taft, The A F. of L., p. 306. 
84) Taft, Orga厄zedLabor, p. 609. 
85) Ibid., p. 609. 
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との間の党の主導権争いだが，ヒルマンは，当時の愛国主義の波にのるコムニ
ストに有利な妥協案をだし，逆に非コムニスト勢力をして脱党する破目に追い
やった（かれらは自由党をつくる）。このヒルマンの行動については，それをかれ
の対政府協力にたいするバランス的行為ないしチャーチ）レ首相の対ソ協力に対
比される行為とみる解釈があるが，タフトはそれを笑うべき解釈とし，対政府
協力は政府委員としてのヒルマンの義務であり，また共同の敵ドイツ軍をソビ
エト軍が抑えていた状況下のイギリスとアメリカとでは事情が異なるという
86)。当時の連合国間のあるべき協力関係をどう考えるかでタフトの主張にたい
する評価も変ろうが，いずれにせよアメリカには，イギリス（広くはヨーロッパ）
のように反共主義を一時棚上げする必要がなかったという背景的事情を忘れて
はなるまい。
1944年は大統領選挙の年だが， AFLは慣例どおりNPCCを設け，一方CI
0のPACは有権者登録運動と新聞発行をおこない，その機能を果した。）レー
ズベルトが四選すると， CIO大会は第三党によらぬPAC方式の正しさを再
確認し，その存続を決定した。 1946年の中間選挙ではAFLは相変らずだった
が， PACは前回ほどの活動をしめさず，とくにウィスコンシン州上院の予選
にPACが関与しなかったことが注目される。ロバート ・M・ ラフォレット（ニ
世）の過去の政治活動経歴からすれば，かれがPACの支援をえなかったことは
不思議であるが，タフトによれば，かれは父同様にソ連の意図を明確に理解し
て連合国間の微妙な同盟関係に懐疑的であり，そのためウィスコンシン州PA
Cを支配するコムニストの受けいれるところとならなかったという。そしてこ
れは， PACの政治的意思決定の源泉を物語るものともいう87)。
86) Ibid., p. 610. なおアメリカ労働党はダビンスキーが指尊してつくったものだが，そ
れは，労働者政党による独立政治と旧型の圧力政治との混合であり，それ自体は独立
の存在ながら既成政党への圧力行使を狙ったものであった (Taft,"Dubinsky and 
the Labor Movement," in Labor History, Vol. 9, Spring 1968, Special Sup-
plement, pp. 35-36)。
87) Taft, Organized Labor, pp. 611-612. 
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1948年の大統領選挙にさいしては，ヘン 1ー・ウォレスが第三党（進歩党）よ
り立候補したことが大きな波紋をおこしたが， CIO執行委員会もPACCヒ
ルマンの死で議長はジャック・クロル）も第三党反対の態度を堅持し， AFL同様
に民主・共和両党にCIO要求を訴えるという伝統的方式をとったが，この時
期のAFLおよびCIOの政策はまったく一致していた（その内容はタ・ハ法の撤
廃，最低賃金の引上げ，社会保障の改善，公正雇用慣行の立法化，税制改革）。ただし
大統領候補についてはAFLとCIOとの間に立場の相違があり， AFLが伝
統的無党派方針を貫いたのにたいし（ただしジョージ・ハリソンはトルーマンを，ダ
ニエル・トビンはデュー イを公然と支持した）， CIOは執行委員会の決定としてト
ルーマンを支持したのである。この決定は，その後のCIOの分裂と反共活動
をもたらすことになるのだが，それというのも卜）レーマン支持は，究局にはマ
ーシャル・プラン支持を意味し，コミンフォルムの方針と真っ向から対立して
いたからである88)0 
とはいうもののAFL自身も，この年は政治活動のひとつの転機に立たされ
ていた。というのもタフト・ハートレー法の成立を阻止できなかったため，
1947年AFL大会は，教育と政治のための連盟組織の設立を勧告していたから
である。同年12月国際組合の会長会議が召集され，労働政治教育連盟 (Labor's
League for Political Education, 略して LLPE)の設立が決定されたが，ジョージ
・ミーニーは，これはi日来のAFL方式から逸脱するものでなく，侯補者経歴
の公表という従来の方法の不充分さを補なうものであることを明言している
89)。そして翌1948年選挙は卜）レーマ・ンの勝利に終ったが，その後LLPEは，そ
の恒久的地位を認められることになった。下院記録によると，同選挙における
LLPEの支出は343,293ドルであって， PACの513,003ドルに次ぐ90)。
その後PACとLLPEの活動の特徴は，その対象とする問題領域が拡大し
88) Ibid., pp. 612--613. 
89) Ibid., p. 614; Taft, The A. F. of L., p. 312. 
90) Taft, Organized Labor, p. 615. 
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たことにあるが（地域開発，教育，住宅，保健，所得保障，公民権その他），やはり政
治活動の核心は候補者への圧力行使にあろう。 1950年の中間選挙では，タフト
・ハートレー法の起草者であるロバート・タフト上院議員（オハイオ州選出）をい
かにして落選させるかが労働指導者間の話題となったが， PACの反対運動に
もかかわらず同議員は圧勝したのであって，しかも同議員は，自分の勝利は有
権者がPACの命令に従わないことを証明したものだと豪語したのである91¥
1952年の選挙では， AFLとCIOの政治活動を調整するための合同委員会
が組織され，同委員会は副大統領A・バークレーによる大統領侯補指名の支援要
請を拒否し， AFLおよびCIOの一部の内部批判を招くという一鮪があっ
たが， AFL自身は，過去の伝統を放棄して民主党のスチープンソンを支持
し，労働戦線は分裂の様相を呈した。けれども1955年のAFLとCIOの合同
はかかる問題を解決したのであって，新たに組織された政治教育委員会 (the
Committee on Political Education, 略して COPE)は， PACと LLPEの活動
をひきつぎ，かつ無党派的な伝統的政策を踏襲することが確認された。タフ
トは， AFL-CIO大会のかかる確認を「アメリカ労働運動の多年追及しきたる
政治方針の英知をコメントせるもの」とみる92)。
(3) コムニズム
コムニズムについては， W・Z・フォスターの活動の顕著だったこともあっ
て，コモンズ「労働史』もかなり論じているところであるが93>,・1930年代から
91) Ibid., pp. 615,.,616. 
92) Ibid., p. 617. ただし伝統的政策の踏襲といういい方には注釈がいる。 LNPLがC
IO支配だとしてそれと絶縁したAFLもLLPEをつくり，結局それがAFLとC
IOとの合同への道を均らしたのであるから ニュー・プイール前後の労働政治活動
は，その基本的な無党派性は修正されなかったにしても， 同一とはいえず， AFL-
CIO合同前の20年 (A_FLについては10年）の労働政治活動は，組織・時間・人・
金の面でそれ以前よりも積極的であったという (James0. Morris, Conflict with切
t加 AFL,A Study of Craft Versus In如 trialUn如 ism,1901,_,1938, Ithaca: 
Cornell University, 1958, p. 275)。
93) Perlman and Taft, op. ぷt.,Chapter .XL、Boringfrom within'. 
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戦後にいたる時代のコムニズムのもたらしたインパクトの大きさは，また格別
であるc
第一次大戦後のコムニズムの台頭以前については，タフト流にいえば，社会
主義者やアナーキストによる二重組合運動 (dualism)が攻撃されることはあっ
ても，かれらの組合運動そのものにたいする忠誠が疑われることがなく， AF
L内におけるかれらの言論の自由の存在が誇りとされたのにたいし94), ロシア
革命後のレーニン主義によるコムニストの活動については，コムニズムの理論．
と哲学そのものにたいする反対もさることながら，そのソビエト政府にたいす
る無条件支持がアメリカの組合運動にとって耐えがたいものとなり，結局はコ
ムニスト排除の動きが主流となった95)。もちろんコムニストの戦術そのものに
も変化があり， 1920年代初の共産党による組合支配策（いわゆる「内部からの切
り崩し策」 "theboring-from-within policy")の失敗が判明すると， コミンテル
ンの指令によって競合主義（二重組合運動）が採られ，ニュー・ディールととも
に(1934年末までには）ふたたび「内部からの切り崩し策」に戻ることになる。 C
IOの結成は，その政策にとって「極度に好都合の機会」を提供したわけだが，
実はコムニストは， CIO成立当時はまだ競合主義を放棄したばかりで産別組
合運動の意義とその存続可能性を評価できず，暫時はなおAFL系組合を標的
として内部浸透を計ったのである96)。
94) Taft, Organized Labor, p. 618. 
95) Ibid., p. 619; Taft, The A. F. of L., pp. 430~432. なおタフトが後者の書物で
は，コムニズムと組合腐敗とを同一の章で対比させながら論じているのが注目され
る。ゴールドバーグも同様である (Goldberg,op. cit., Chapter X)。
96) Taft, Organized Labor, p. 619. またコムニストの浸透がCIOだけでなく，まず
AFLにたいしてであったことを強調するのは、 David J. Saposs, Communism in 
American Unions, New York: McGraw-Hill, 1959, Part I である。なお1930
年代に成功を収めたのはコムニストだけではなく，左翼一般がそうであって，カーシ
ュとガーマンの2人は，左翼成功の理由として8点をあげるが，そのうちの 3点は，
コムニストの活動にかんするものであって，コムニストの影響力の強さがしのばれる
(Bernard Karsh and P. L. Garman, "The Impact of the Political Left," in 
38 
タフトその他と第二次大戦時および大戦後のアメリカ労働組合運動（小林） 683 
W・Z・ フォスターがコムニストのCIO浸透を言明したのは1937年だが，組
織化の時代の流れのなかにあって，過去にコムニストに手を焼いた経験をもっ
組合指導者もかれらを歓迎し， 1938年までにCIO勢力内の重要な地位は，コ
ムニストによって占められるにいたった。事実コムニストは， CIO傘下の12
以上の組合を完全支配し，それ以外の組合でも強力な少数派として活動し，ま
た例の鉄鋼労働者組織化委員会(SWOC)のスタッフとして大量に (5ダー ス以上）
浸透していたのである97)。
以上の動きは，国際政治的には1935年から独ソ不可侵条約(1939年8月）にいた
る間の「人民戦線」路線を反映したものであり，当時のコムニストは，反ファシ
ズムが合衆国の防衛につながるとし，「20世紀のアメリカニズムとしてのコム
ニズム」を唱えた98)。だが第二次大戦の勃発（同年9月ドイツのボーランド侵入→
英仏の対独宣戦布告）の後は， 直前の独ソ条約のと関連からコムニストは大きく
方向転換し，大戦を帝国主義戦争とみてアメリカの参戦の動きに反対の立場を
Milton Derber and Edwin Young, ed., Labor and the New Deal, Madison, The 
University of Wisconsin Press, 1957, pp. 112-113)。なおこの時期のコムニス
トによる組合支配が，その組合が共産党の方針に固まることを意味したものでないこ
とは重要であろう。むしろ組合がどの指導をも受け入れる用意のあることを意味した
もので，それはちょうど反革命的労働者が IWWの支援を受け入れた25年前の動きと
同様であるという (F.R. Dulles, op. cit., p. 318)。
97) Taft, Organized Labor, p. 620. 
98) Ibid., p. 620. この辺の事情はレベンスティンの論文が詳しい。人民戦線のために直
接革命を放棄したコムニストは，各組織内の中以下のレベルで献身的に活動し， とく
にCIO内で成功を収める。 CIO批判はタブー視され， Jレイスはいまや「労働のサ
ムソン」とまでうたわれる だがJレイ スは，コムニスト支配の危険性を知り， swoc
についてもその頂点はコムニストの支配を許さなかった。だがそのコムニストも， 自
動車については慎重に行動し， UAW会長選挙にさいしても，党員モーテイマーに当
選の可能性が大だったというのに， これを排してマーチン（リベラル派） を支持し
た。やがてUAWの分裂騒ぎが生じ，マーチンがCIO系のUAWを去ったとき，ふ
たたびモーテイマー会長当選のチャンスが到来したが，・党は自重してアッデスを推し
た。だがヒルマンとマレーがトーマスを推すと，党はアッデスの立候補をやめさせ，
トーマスを推した。トーマスを継いだルーサーは反共のとりでをつくる。戦後コムニ
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とった。共産系の組合（海上労働組合，食糧・タバコ・農業関連労働組合など）の武器
貸与法案(theLend-Lease bil)にたいする反対はそのよい例である99)。そして
このコムニストの方針は，ヒットラーの対ソ攻撃 (1941年6月）とともにふたた
びー変する。コムニストは，いまやアメリカの国防努力と対英援助にたいする
妨害の立場から超愛国者に変身したのであって，コムニスト支配の組合はその
影響を免れえなかったが（たとえば国際沖仲仕倉庫労｛動者組合 ILWUのハリー・ブリ
ッジスの中立放棄的言動），ジョン・ルイスのごときは，かかるコムニスト戦術の
犠牲となったといえる。というのも超愛国主義に転じたコムニストの目からす
れば，ルイスとUMWの戦時組合活動は支持されえなかったからである100)。
ヨーロッパにおける戦争の終結は，コムニスト戦術のまたひとつの転機とな
る。フランス共産党のジャック・デュクロがファシズム（かれらによればアメリ
力にはその隠れたる支持者が多いという）の根絶を訴え， アメリカ共産党内の修正
主義（宥和方針）を攻撃したからである。その変化は， 日本の降伏後はさらに明
確化する。かくしてコムニスト支配の組合を多く（ある調査では18組合）抱えるC
IOは，戦後深刻なディレンマに直面することになった。たとえば家具労働組
合長はコムニストの組合支配を理由にその職を辞し，全国海上労働組合(NMU)
はそのコムニスト路線を離れ，全米運輸労働組合(TWUA)も中央執行委員より
コムニストを追放しただけではない。おなじくコムニスト支配の統一電気・ラ
ヂオ・機械労働組合(UERMW)の縄張りにはUAWが侵入を企て， また国際
採鉱・砕石・精錬労働組合 (IUMMSW)からは多数のローカル組合が脱退をし
た101)。けれどもタフトの言によれば， コムニストは， その組合支配を攻撃さ
ストの敗北に最大の寄与をした単一事件をあげれば，前記UAW会長選挙にたいする
党の介入（アッデスの立候補辞退）があげられるとレベンスティンはいう (H.Leve-
nstein,'、LeninistsUndone By Leninism," in Labor History, Vol. 22, Nr. 2, 
Spring 1981, pp. 239-240, 242, 243-247)。
99) Taft, Organized La如， p.621. 
100) Ibid., p. 622. なおこのコムニストの変身ぶりは誰しも驚くところであろう。たとえ
ば Seidman,op. cit., pp. 51-52. 
101) Taft, Organized La紐， pp.623-624. 
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れながらもCRO傘下にあることによって利益を享受しえたのであって，とい
うのもCIOのごとき連合体は，その性格上加盟組合を公然と攻撃することは
困難であり，しかもその攻撃ですら，せいぜい年次大会ごとに終ってしまうか
らである102)。
組合運動にあっては反対意見の許容は当然視されるが，その結果としてのコ
ムニスト支配がアメリカの利益に反することを黙認すべきかどうかは，戦後の
国際政治がアメリカの組合運動に解決を迫った問題のひとつであろう。 1946年
UAW大会におけるJレーサーの勝利は，その問題のアメリカ的解決を示したも
のであった。またその年の1月のCIO執行委員会は， CIO方針に従わない
直属の産業別組合評議会IUCC地方および州レベルの組織）の財産接収権限を会
長に与え， かつコムニストとその支持者等のCI~介入を拒否する「政策宣
言」を採択せしめていたのである。 AFL_は，かかるCIOの態度表明を曖昧
だとしたが， タフトはそれをCIOの「巨大な一歩」だったとみている。「C
IO内にはラインが引かれつつあった」からである103)。
1948年の大統領選挙におけるヘンリー・ウォーレスの立侯補は， CIO指導
者間の深刻な対立をもたらした。 CIO執行部は，直属の評議会(IUC)をつ
うじてCIO政策（マーシャル計画支持とウォーレス拒否）の推進をはかり， それに
従わなかった多くのRUEのチャーターを取り上げてしまった。かくして政治
上の対立から， コムニスト支配の組合はcroの政治活動委員会(PAC)を脱
退し始めたが， CIO加盟組合のコムニスト批判は激化する一方であり（たとえ
ばUSWによるコムニスト等の全体主義的団体のメンバーにたいする組合員資格の否定），
1948年CIO大会では，とくにコムニスト支配の組合が攻撃の的となった。た
だしコムニストは， そのマーシャル計画批判の態度を変えていない104)。 その
後 ILWUは政治見解にかんする組合自治権を再確認し，また IUMMSWは
102) Ibid., p. 624. 
103) Ibid., pp. 624-625, 626. 
104) Ibid., p. 626. 
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鉄鉱石産業にたいする組織管轄権を uswに与えることに反対したが，とく
に注目すべきは，最大の共産系組合である UERMWが， CROにたいする上
納金完納の条件として， CROにたいし組合間の組織侵害を中止させるための
介入と傘下組合の内政にたいする不干渉とを求め，しかもそれが拒否されたこ
とであろう105)。
だがCRO会長マレーは「すでに）レビコン河を渡っていた」 のであって，
1949年CRO大会は， UERMWをはっきりと批判したのである。マレー自身
は，っとにUERMW指導者の容共的政策の変更を求めていたのであり，かれ
によれば，言論の自由の名のもとにマーシャル計画を批判し，ソ連圏への忠誠
を尽すことは認められないというにあった106)。UERMWAはCROより除名
されただけでなく， CRO規約に新たな条項（共産党・ファシスト団体その他全体
主義運動のメンバーないしそのために行動するものは， CIO役員ないし執行委員になれ
ない）が追加され， この条項にしたがって新たに傘下の 10組合の審査がおこな
われたのである。その結果，家具組合（既述の組合長の辞任を機に共産系の執行部が
追放されていた）を除く 9組合が， 1950年 2 月 ~9月の間に除名されてしまった
107)。 そのうちの2組合は除名処分の違法性を法廷で争ったが， 連邦地方法廷
の判断は，民主的に組織され規約違反の認められない上部団体の下部にたいす
105) Ibid., pp. 626~627. 
106) Ibid., pp. 627~628. 
107) Ibid., pp. 628~629; Goldberg, op. cit., p. 182, 邦訳 191ページ。なお9組合と
は，アメリカ通信組合(ACA),食檻・クバコ・農業関連労働者組合 (FTAAW),
国際沖仲仕倉庫労働者組合(ILWU),国際漁夫関連労働者組合 (IUFAW),国際皮
革労働者組合 (IUFLW),国際採掘・砕石・精錬労働者組合 (IUMMSW),全国海上
コック・スチュアード組合(NUMCS),全米統一事務・専門職労働組合(UOPWA),
統一公共労働者組合 (UPW)であるが，前年1949年には統一電気・ラヂオ・機械労
働者組合 (UERMW)と統一農機具・金属労働者組合 (UFEMW)の2組合が除名
されているので，除名組合は計 1である。なお G.M. Fink, ed., The Greenwood 
Encyclopedia of American Institutions: La如 Unions,Westport: Greenwood, 
1977, pp. 444~447をみよ。また共産系組合追放の詳しい経過は， Saposs, op. cit.~ 
Chapter 18'The Grand Expulsion.' 
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る統制は，たと除名であろうと組合員の権利を不当に侵害しているとの証明の
ないかぎり，当該団体の自主的権利に属するというものであった108)0 
除名された組合のその後の経過をみると， ILWUのごとくなお強力に存続
したものもあるが，その多くは活動停止状態ないし他組合との合同にいたった
から，コムニスト支配の組合にとってCIOは一種の防御用の楯だったといえ
なくもない109)。それだけに CIOがその楯をとり払ったことの意義は大きい。
というのもCIOの行動は，時代の空気であったコムニストの影響力の絶滅が
政府の干渉なしに達成されたことを示すものであり，それに比すれば，タフト
・ハートレー法の宣誓供述書の提出義務にかんする定めは，あまり効果がなか
ったと思われるからである110)。
なおAFL系の組合についてみると， コムニストの国際組合支配は成功せ
ず，それだけにAFLの地方ないし地区の評議会よりコムニスト勢力を駆逐す
ることは容易であった。タフトは，その例としてハリウッドのスタジオ労働組
合会議によるコムニスト除名をあげる。逆に国際組合がコムニストに支配され
た場合には， それはコムニストによる地域支配に似ており， コムニストを排
除しうるのは， ・cI 0の経験からして組合員の大グループによる反抗ないし
競合組合による攻撃のみであり，たとえば UERMWAにたいする新組合（国
際電気・ラヂオ・機械労働者組合 IUERMW)の結成がそうであったというのであ
108) Taft, Organized Labor, p. 629. 除名の違法性を法廷で争った2組合とは， UOPWA
と FTAAWである。
109)珈 d.,p. 629. なおCIOを除名された11組合のその後の (1968年までの）動きにつ
いては， F.S.'O'Brien, "The Communist-Dominated Unions in the United 
States Since 1950," in Lab町印story,Vol. 9, Nr. 2, Spring 1968が詳しい。そ
れtこよれば， ACA, IUMMSW, ILWU, UERMWの4組合が存続した以外は，他
組合と合同もしくは自らの機能を停止させたという (ibid.,pp. 191-204)。
110) Goldberg, op. cit., p. 183, 邦訳192ページ。タフト・ハートレー法の 9条h項につ
いては， 党員の組合リーダーは， 宜誓日だけ脱党して宜誓すればよいわけで，コム
ニスト排除の効果はなかった.(O'Brien, op. cit., p. 205)。
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それにしてもタフトが，コムニスト追放を当然視するあまり，アメリカの最
大の理念であるはずの自由との関わりでそれを論ずることが乏しいのは気にな
る。かつてはタフトも IWWメンバーだったというだけに，なおのことそう思
われるc おなじ反体制運動であっても，いまだに理念辺の世界に濠っているサン
ジカリズムと現実に特定の祖国をもつにいたったコムニズムとでは，自由の恩
恵との関わり方がまったく異なって然るべきだとでもいうのであろうか。誰し
も地下のクフトに聞いてみたいところであろう。
（つづく）
111) Taft, Orgi叩iz.edLabor, p. 630. なおCIO力も被除名組合にかわる新しい競合組
合にチャークーを発行したのは，既述の IUERMWと，その他に.UOPWAとUPW
の3つの湯合に限られる。それ以外は除名に｀より CRO組合員15万人以上が抹殺さ
れたままとなる (O'Brien,op. cit., p. 206)。
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